
令和７年度

富士見町水道事業会計予算書



 （総　則）

令和7年度富士見町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする。

件

㎥

㎥

千円

 （収益的収入及び支出）

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 （資本的収入及び支出）

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円28,659

635,690

収　　　　　　入

第3条

千円

746,683 千円

千円

第1款

支　　　　　　出

営 業 収 益

第2項

第1項

2,692,300

第1項

7,376

企 業 債 償 還 金

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

第2項

第1款

資 本 的 支 出

支　　　　　　出

収　　　　　　入

第1款

第1款

第1項 負 担 金

千円

千円

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

第4条

千円

664,349

187,928

558,755

営 業 費 用

第3項 他会計貸付 金償 還金 100,000

議案第２７号  

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

老朽管等布設替工事等

令 和 7 年 度 富 士 見 町 水 道 事 業 会 計 予 算

第1条

第2条

主 要 な 建 設 改 良 事 業

給 水 件 数

(4)

(3)

(2)

(1)

341,954

8,540

第2項 千円77,827

建 設 改 良 費

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額315,461千円は、当年度分消費税及び地方

千円

千円

消費税資本的収支調整額29,834千円、過年度分損益勘定留保資金285,627千円で補てんする

4,320

第1項

資 本 的 収 入

ものとする。）

341,954

419,781

104,320

千円
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 （継続費）

継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

 （債務負担行為）

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

千円

 （たな卸資産の購入限度額）

たな卸資産の購入限度額は、20,000千円とする。

令和７年２月２７日　提出  

第9条

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

第8条の流用禁止項目を除き、営業費用と営業外費用との間の流用及び建設改良費と企業

千円2,222

期　　　間

令和7年度～令和10年度

38,728

富 士 見 町 長 名 取 重 治

限　度　額

第5条

第8条

第7条

第6条

(1)

水道施設用地賃借料

事　　　項

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

債償還金との間の流用並びに各目の間の流用を認めるものとする。

職 員 給 与 費

1.建設改良費

款 項 年　割　額年度総　　額事　業　名

1.資本的支出 7

8 169,900

194,500

165,400

千円529,800

6
重要管路耐震化事
業
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1． 令 和 7 年 度

2． 令 和 7 年 度

3． 令 和 7 年 度

4．

5．

6．

7． 令 和 6 年 度

8． 令 和 6 年 度

9． 令 和 7 年 度 富 士 見 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

富 士 見 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

富 士 見 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

予　算　に　関　す　る　説　明　書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

富 士 見 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

富士見町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

富 士 見 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 内 訳 書

給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書
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１．収益的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

備 考

1 水道事業収益 746,683

1 営 業 収 益 558,755

1 給 水 収 益 556,835 水道料金収入

3 その他の営業収益 1,920 材料売却代他

2 営 業 外 収 益 187,928

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

7,465 預金・有価証券利息他

2 他 会 計 補 助 金 46,834 消火栓維持管理費他

3 長 期 前 受 金 戻 入 132,663 長期前受金戻入

4 資 本 費 繰 入 収 益 766 資本費繰入収益

5 雑 収 益 200 雑収益

支　　出 （単位：千円）

備 考

1 水道事業費用 664,349

1 営 業 費 用 635,690

1 原 水 及 び 浄 水 費 67,323 水源及び浄水場維持管理費

2 配 水 及 び 給 水 費 56,509 配水及び給水設備等維持管理費

4 総 係 費 63,792 事業活動全般に関する経費

5 減 価 償 却 費 426,816 固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 20,000 固定資産除却費

7 そ の 他 営 業 費 用 1,250 材料売却原価他

2 営 業 外 費 用 28,659

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

7,659 企業債利息他

2 雑 支 出 21,000 雑支出

令和7年度富士見町水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目

予定額

予定額
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２．資本的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

備 考

1 資 本 的 収 入 104,320

1 負 担 金 4,320

1 負 担 金 4,320 工事負担金及び加入金

3
他会計貸付金
償 還 金

100,000

1 他会計貸付金償還金 100,000 他会計貸付金償還金

支　　出 （単位：千円）

備 考

1 資 本 的 支 出 419,781

1 建 設 改 良 費 341,954

2 配 水 設 備 拡 張 費 312,674 配水施設新設及び改良費

3 営 業 設 備 費 29,280 量水器取替工事他

2 企業債償還金 77,827

1 企 業 債 償 還 金 77,827 企業債元金償還金

款 項 目 予定額

予定額款 項 目
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収　　　入

（款）1．水道事業収益　（項）1．営業収益 （単位：千円）

金　　額

1 給 水 収 益 556,835 510,409 46,426 1 水 道 料 556,835 水道料金

1 材 料 売 却 収 益 1,100 水道用資材の売却収益

3 雑 収 益 820 断水経費、審査・検査手数料他

558,755 512,269 46,486

（款）1．水道事業収益　（項）2．営業外収益 （単位：千円）

金　　額

1 預 金 利 息 375 預金利息

3 貸 付 金 利 息 96 他会計貸付金利息

4 有 価 証 券 利 息 6,994 有価証券利息

2 他会計補助金 46,834 12,703 34,131 1 他 会 計 補 助 金 46,834 消火栓維持管理費他

3 長期前受金戻入 132,663 108,490 24,173 1 長期前受金戻入 132,663 長期前受金戻入

4 資本費繰入収益 766 742 24 1 資本費繰入収益 766 他会計負担金

5 雑 収 益 200 48,021 △ 47,821 1 そ の 他 雑 収 益 200 督促手数料他

187,928 175,149 12,779

令和7年度富士見町水道事業会計予算実施計画内訳書

3

区　　分

1,860

1．収益的収入及び支出

目

60
そ の 他 の
営 業 収 益

計

1,920

説 明比較前年度本年度

節

説 明

5,193

目 前年度

節

本年度

区　　分

比較

2,272
受取利息及び
配 当 金

計

1 7,465
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支　　　出

（款）1．水道事業費用　（項）1．営業費用 （単位：千円）

金　　額

13 備 消 品 費 50 保守用消耗品等

14 燃 料 費 200 施設管理用燃料費

15 光 熱 水 費 800 施設電灯料

電気保安業務委託料 2,014

原水浄水施設管理委託料 4,299

浄水施設膜ろ過洗浄委託他 6,456

浄水施設管理他 207

22 手 数 料 9,732 水質検査手数料

23 賃 借 料 299 用地賃借料

25 修 繕 費 1,000 施設機器等修理費

29 動 力 費 37,740 動力費

次亜塩素酸ナトリウム 3,203

ポリ塩化ナトリウム他 584

38 保 険 料 739 水道施設保険料

13 備 消 品 費 50 保守用消耗品等

14 燃 料 費 50 施設管理用燃料費

15 光 熱 水 費 1,650 施設電灯料

電気保安業務委託料 597

配水施設管理委託料 13,037

GISシステム修正業務委託料 2,101

配水施設機器点検委託料 6,662

廃材等処理委託料他 1,102

GISシステム賃借料他 576

用地賃借料 484

25 修 繕 費 14,742 配水管等修繕費

29 動 力 費 13,000 動力費

31 材 料 費 2,000 修繕用資材費等

23,499

1,060

67,323

3,787

23

9,31658,007

委 託 料

20 委 託 料

7,50849,00156,509

賃 借 料

2 配水及び給水費

区　　分

12,976

比較

節

30

原水及び浄水費

20

薬 品 費

前年度本年度

1

目 説 明
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金　　額

38 保 険 料 458 水道施設保険料

1 給 料 21,049 職員給料6名分

2 手 当 等 8,838 職員手当等

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,687 賞与引当金繰入額

5 報 酬 81 上下水道審議会委員報酬

6 法 定 福 利 費 5,615 職員共済費

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

458 法定福利費引当金繰入額

8 旅 費 109 委員・職員出張旅費

12 被 服 費 30 被服費

13 備 消 品 費 500 備消耗品費

14 燃 料 費 500 自動車用燃料費

16 印 刷 製 本 費 151 予決算書等印刷代

17 通 信 運 搬 費 5,603 通信費

検針業務委託料 6,325

休日業務委託料 1,230

情報センタ委託料 2,790

財務会計システム機器保守 1,023

金融機関手数料他 773

自動車車検手数料 133

情報センタ使用料 528

有料道路通行料 50

機械機器使用料他 101

25 修 繕 費 500 自動車修理費他

33 研 修 費 310 研修費

退職手当組合負担金 3,631

日本水道協会負担金他 222

自動車保険料 170

水道施設保険料他 27

検針員傷害保険料 110

307

賃 借 料

36 負 担 金

38 保 険 料

4,748 11,368

906

節

区　　分

本年度 前年度

59,04463,792

比較

679

3,853

目

20 委 託 料

22 手 数 料

23

総 係 費4

説 明
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金　　額

40 公 課 費 30 自動車重量税等

42
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

218 貸倒引当金繰入額

5 減 価 償 却 費 426,816 322,517 104,299 1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

426,816 有形固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 20,000 57,500 △ 37,500 1 固定資産除却費 20,000 固定資産除却費

1 材 料 売 却 原 価 1,200 材料売却原価

2 雑 支 出 50 雑支出

635,690 547,319 88,371

（款）1．水道事業費用　（項）2．営業外費用 （単位：千円）

金　　額

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

7,659 6,723 936 1 企 業 債 利 息 7,659 企業債利息

2 雑 支 出 21,000 1,000 20,000 1 そ の 他 雑 支 出 21,000 消費税他

28,659 7,723 20,936計

前年度 説 明

区　　分

比較目

節

その他営業費用

本年度

目 本年度 前年度

7

計

1,2501,250 0

比較 説 明

節

区　　分
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収　　　入

（款）1．資本的収入　（項）1．負担金 （単位：千円）

金　　額

1 工 事 負 担 金 3,000 工事負担金

2 加 入 金 1,320 新設加入金

4,320 8,720 △ 4,400

（款）1．資本的収入　（項）2．企業債 （単位：千円）

金　　額

△ 企 業 債 0 320,400 △ 320,400 （廃止科目）

0 320,400 △ 320,400

（款）1．資本的収入　（項）3．他会計貸付金償還金 （単位：千円）

金　　額

1
他会計貸付金
償 還 金

100,000 100,000 0 1
他 会 計 貸 付 金
償 還 金

100,000 他会計貸付金償還金

100,000 100,000 0

（款）1．資本的収入　（項）4．国庫補助金 （単位：千円）

金　　額

△ 国 庫 補 助 金 0 213,610 △ 213,610 （廃止科目）

0 213,610 △ 213,610

（款）1．資本的収入　（項）5．出資金 （単位：千円）

金　　額

△ 一般会計出資金 0 320,400 △ 320,400 （廃止科目）

0 320,400 △ 320,400

比較

区　　分

計

説 明

前年度本年度

目 本年度 前年度 比較

1 負 担 金

説 明

節

説 明

区　　分

△ 4,400

目 本年度 前年度 比較

２．資本的収入及び支出

目

節

節

区　　分

計

比較

節

説 明

区　　分

比較

目 本年度 前年度

計

計

目 本年度 前年度

計

4,320 8,720

節

説 明

区　　分
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支　　　出

（款）1．資本的支出　（項）1．建設改良費 （単位：千円）

金　　額

△
原水及び浄水
設 備 拡 張 費

0 898,435 （廃止科目）

2 配水設備拡張費 312,674 238,300 74,374 24 工 事 請 負 費 312,674 配水設備工事請負費

24 工 事 請 負 費 19,830 検満量水器交換工事請負費

31 材 料 費 9,450 量水器他

341,954 1,178,435 △ 836,481

（款）1．資本的支出　（項）2．企業債償還金 （単位：千円）

金　　額

1 企業債償還金 77,827 56,149 21,678 1 企 業 債 償 還 金 77,827 企業債元金償還

77,827 56,149 21,678

区　　分

説 明

3 営 業 設 備 費 29,280 41,700

前年度

説 明比較

△ 12,420

前年度

計

本年度

節

目

節

比較

区　　分

計

目

本年度

△ 898,435 
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Ⅰ　　営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

受取利息及び受取配当金

営業外雑収益

一般会計補助金

長期前受金戻入

支払利息

営業外雑支出

減価償却費

その他損益勘定留保資金

未収金の減少(増加△）

前払金・前払費用の減少(増加△）

貯蔵品の減少（増加△）

その他流動資産の減少(増加△）

引当金の増加(減少△）

その他固定負債の増加(減少△）

未払金・未払費用の増加(減少△）

前受金の増加（減少△）

その他流動負債の増加(減少△）

小計

利息及び配当金の受取額

営業外雑収益

一般会計補助金

利息の支払額

営業外雑支出

営業外活動に係る未収金の減少

営業外活動に係る未払金・未払費用の増加

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

国庫補助金等の収入

一般会計出資による収入

建設改良費

建設改良に係る未収金の減少

建設改良に係る未払金・未払費用の増加

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の返済による支出

長期貸付金返還金による収入

長期貸付金による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加(△減少）額

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

△ 47,600

△ 132,663

7,659

341

0

△ 7,465

△ 200

令和7年度富士見町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

項　　目 金　　額

64,675

（単位：千円）

0

910

20,000

△ 892

0

0

2,122

426,816

0

0

100,000

0

22,174

△ 44

0

3,928

△ 311,728

62

0

△ 317,753

△ 10,751

84,714

736

380,293

0

△ 77,826

0

333,703

7,403

200

47,600

△ 7,659

△ 910

1,516,097

1,600,811
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1  総　　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当
金繰入額

計

0 6 81 21,049 8,838 2,687 32,655 6,073

0 6 39 19,885 7,664 2,369 29,957 5,368

0 0 42 1,164 1,174 318 2,698 705

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手 当

管 理 職
手 当

児童手当 計

本年度 276 336 330 1,000 2,872 2,819 337 628 240 8,838

前年度 240 336 330 1,000 2,510 2,166 214 628 240 7,664

比　較 36 0 0 0 362 653 123 0 0 1,174

ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当
金繰入額

計

0 5 81 18,773 7,966 2,396 29,216 5,485

0 5 39 17,886 7,396 2,235 27,556 5,368

0 0 42 887 570 161 1,660 117

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手 当

管 理 職
手 当

児童手当 計

本年度 276 336 330 1,000 2,398 2,421 337 628 240 7,966

前年度 240 336 330 1,000 2,242 2,166 214 628 240 7,396

比　較 36 0 0 0 156 255 123 0 0 570

イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当
金繰入額

計

1 0 2,276 872 291 3,439 588

1 0 1,999 268 134 2,401 0

0 0 277 604 157 1,038 588

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手 当

管 理 職
手 当

児童手当 計

本年度 0 0 0 0 474 398 0 0 0 872

前年度 0 0 0 0 268 0 0 0 0 268

比　較 0 0 0 0 206 398 0 0 0 604

2　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　考

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

区　分

給　　　与　　　費
法定福
利費他

給　　料

手　　当

増 減 額

1,164

1,174
そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

1,174

0

1,164

0

職員数（人）

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

0

職員数（人）

区   分 合　　計

3,403

35,325

38,728

増減事由別内訳 説　明

人事異動等

人事異動等

本年度

前年度

比　較

本年度 4,027

前年度 2,401

比　較 1,626

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

（単位：千円）

区   分

職員数（人） 給　　　与　　　費
法定福
利費他

（単位：千円）

区   分

給　　　与　　　費
法定福
利費他

合　　計

合　　計

本年度 34,701

前年度 32,924

比　較 1,777

（単位：千円）

手
当
の
内
訳
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（1）職員１人当たり給与

（2）初任給

一般会計に同じ

（級別の標準的な職務内容）

　　　　　区　　　分

職員数　　　　　（A）(人）

昇給に係る職員数（B）(人）

2号給(人）
4号給(人)
6号給(人）
8号給(人）

2号給(人）
4号給(人)
6号給(人）
8号給(人）

該当なし

3級

1

0.0

20.0

5級 0

7級 1 20.0

5 100.0

6級 0 0.0

6級 0 0.0

一般会計に同じ

（6）期末手当・勤勉手当

一般会計に同じ

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計に同じ

100

5

0

100

（5）特殊勤務手当

前
年
度 号給数内訳

比率(B)/(A) （％）

比率(B)/(A) （％）

職員数　　　　　（A）(人）

昇給に係る職員数（B）(人）

（8）その他の手当

2

本
年
度 2

0

5

0

区      分

一般会計に同じ

号給数内訳
3

1

計

0.0

計 5 100.0

一　般　職

5

令和6年4月1日現在

令和7年4月1日現在

20.0
2級 40.0
1級 1 20.0

0 0.0

40.0

7級

（3）級別職員数

一　般　職

5

0
3

構成比（％）職員数（人）級

4級 0 0.0
3級 2

4級 0

2級 2 40.0
1級 0

5級

0.0

（4）昇給

2

一　般　職区　　　　　　　分

令和7年4月1日現在

令和6年4月1日現在

312,867

389,719

45.00

298,097

370,951

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ） 43.00

3　給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く）
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企業債
国庫
補助金

一般
会計
出資金

損益勘
定留保
資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1.資本
的支出

1.建設
改良費

重要管路耐
震化事業

6 165,400 - - - 165,400 - 165,400 - - - 31.2

7 194,500 - - - 194,500 - - 194,500 194,500 - 67.9

8 169,900 - - - 169,900 - - - - 169,900 100.0

計 529,800 - - - 529,800 - 165,400 194,500 194,500 169,900 -

継続費
の総額
に対す
る進捗
率

年度 年割額

左の財源の内訳

継続費に関する調書

款 項 事業名

全体計画
前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込）額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年
度末ま
での支
払義務
発生予
定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額
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債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額

立 沢 第 ２ 配 水 池 令和5年度～ 令和7年度～

用 地 賃 借 料 令和6年度 令和9年度

令和6年度 令和7年度～

令和10年度

令和4年度～ 令和7年度～

令和6年度 令和8年度

二 本 木 水 源 ポ ン プ 場 令和6年度 令和7年度～

用 地 賃 借 料 令和10年度

乙 事 高 区 配 水 池 令和6年度 令和7年度～

用 地 賃 借 料 令和10年度

立 沢 第 ７ 水 源 施 設 令和3年度～ 令和7年度

用 地 賃 借 料 令和6年度

神 戸 第 １ 配 水 池 令和6年度 令和7年度～

流 量 計 用 地 賃 借 料 令和8年度

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 令和6年度 令和7年度～

配 水 管 用 地 賃 借 料 令和8年度

事　　項 限度額

468

328

第６次拡張事業配水施設
配 水 管 用 地 賃 借 料

501

104 34 70 〃

704

727

〃

左の財源内訳

自己資金

前年度までの支払
義務発生（見込）

当該年度以降の支
義 務 発 生 予 定 額

281

12

100

928

4 8

187

141

146

742

196 132 〃

〃

〃

〃

〃

401

563

581

186
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（単位：千円）

1

(1) 給 水 収 益 464,009

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 1,760 465,769

2

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 52,789

(2) 配 水 及 び 給 水 費 44,635

(4) 総 係 費 58,881

(5) 減 価 償 却 費 323,945

(6) 資 産 減 耗 費 57,500

(7) そ の 他 営 業 費 用 1,246 538,996

営 業 利 益 △ 73,227

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,493

(2) 他 会 計 補 助 金 12,703

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 108,516

(4) 資 本 費 繰 入 収 益 742

(5) 雑 収 益 21 128,475

4

(1) 4,842

(2) 雑 支 出 910 5,752 122,723

経 常 利 益 49,496

当 年 度 純 利 益 49,496

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 49,496

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 費 用

　令和6年度富士見町水道事業予定損益計算書　
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

営 業 収 益
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（単位：千円）

1

(1)

イ 土 地 148,467

ロ 建 物 583,098

減 価 償 却 累 計 額 220,115 362,983

ハ 構 築 物 13,795,907

減 価 償 却 累 計 額 8,406,776 5,389,131

ニ 機 械 及 び 装 置 2,891,411

減 価 償 却 累 計 額 1,831,411 1,060,000

ホ 車 両 運 搬 具 7,013

減 価 償 却 累 計 額 6,662 351

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 16,833

減 価 償 却 累 計 額 12,020 4,813

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 計 6,965,745

(2)

イ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 計 0

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 699,635

ロ 長 期 貸 付 金 800,000

投 資 計 1,499,635

固 定 資 産 合 計 8,465,380

2

(1) 1,516,097

(2) 95,625

1 95,624

(3) 0

(4) 4,990

(5) 0

(6) 42,110

流 動 資 産 合 計 1,658,821

資 産 合 計 10,124,201

（令和7年3月31日）

　令和6年度富士見町水道事業予定貸借対照表　

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産
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3

(1)

イ 561,650

(2)

イ 修 繕 引 当 金 15,352

(3) 707,850

固 定 負 債 合 計 1,284,852

4

(1)

イ 37,939

(2) 43,065

(3)

イ 賞 与 引 当 金 2,368

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 435

引 当 金 計 2,803

(4) 261

流 動 負 債 合 計 84,068

5

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 192,043

収 益 化 累 計 額 88,616 103,427

ロ 寄 付 金 2,301,387

収 益 化 累 計 額 1,777,498 523,889

ハ 工 事 負 担 金 4,448,278

収 益 化 累 計 額 3,382,291 1,065,987

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 773,588

収 益 化 累 計 額 337,277 436,311

繰 延 収 益 合 計 2,129,614

負 債 合 計 3,498,534

6 2,849,525

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 66,108

ロ 寄 付 金 5,032

資 本 剰 余 金 合 計 71,140

(2)

イ 減 債 積 立 金 225,083

ロ 利 益 積 立 金 5,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 247,612

ニ 当年度未処分利益剰余金 3,227,307

利 益 剰 余 金 合 計 3,705,002

剰 余 金 合 計 3,776,142

資 本 合 計 6,625,667

負 債 資 本 合 計 10,124,201

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

引 当 金

そ　の　他　流　動　負　債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

引 当 金

前 受 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

未 払 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債
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（単位：千円）

1

(1)

イ 土 地 148,467

ロ 建 物 583,098

減 価 償 却 累 計 額 238,203 344,895

ハ 構 築 物 14,070,157

減 価 償 却 累 計 額 8,679,984 5,390,173

ニ 機 械 及 び 装 置 2,908,889

減 価 償 却 累 計 額 1,965,765 943,124

ホ 車 両 運 搬 具 7,013

減 価 償 却 累 計 額 6,662 351

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 16,833

減 価 償 却 累 計 額 13,186 3,647

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 計 6,830,657

(2)

イ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 計 0

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 699,635

ロ 長 期 貸 付 金 700,000

投 資 計 1,399,635

固 定 資 産 合 計 8,230,292

2

(1) 1,600,811

(2) 95,826

1 95,825

(3) 0

(4) 4,990

(5) 0

(6) 42,110

流 動 資 産 合 計 1,743,736

資 産 合 計 9,974,028

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

　令和7年度富士見町水道事業予定貸借対照表　
（令和8年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券
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3

(1)

イ 490,579

(2)

イ 修 繕 引 当 金 15,352

(3) 707,850

固 定 負 債 合 計 1,213,781

4

(1)

イ 31,185

(2) 34,436

(3)

イ 賞 与 引 当 金 2,686

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 458

引 当 金 計 3,144

(4) 261

流 動 負 債 合 計 69,026

5

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 192,043

収 益 化 累 計 額 92,190 99,853

ロ 寄 付 金 2,301,387

収 益 化 累 計 額 1,798,500 502,887

ハ 工 事 負 担 金 4,451,006

収 益 化 累 計 額 3,451,436 999,570

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 774,788

収 益 化 累 計 額 376,219 398,569

繰 延 収 益 合 計 2,000,879

負 債 合 計 3,283,686

6 2,849,525

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 66,108

ロ 寄 付 金 5,032

資 本 剰 余 金 合 計 71,140

(2)

イ 減 債 積 立 金 245,083

ロ 利 益 積 立 金 5,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 277,108

ニ 当年度未処分利益剰余金 3,242,486

利 益 剰 余 金 合 計 3,769,677

剰 余 金 合 計 3,840,817

資 本 合 計 6,690,342

負 債 資 本 合 計 9,974,028

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

引 当 金

そ　の　他　流　動　負　債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

引 当 金

前 受 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

未 払 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債
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(1) 重要な会計方針に係る事項

① 有価証券の評価基準及び評価方法

・売買目的の債券　…　年度の末日に市場価格等に基づく時価法による。

・満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　…　先入先出法による原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

・定額法。

・主な耐用年数 建物　13～38年

構築物　10～58年

機械及び装置　8～17年

② 無形固定資産

・定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づいている。

・主な耐用年数 ソフトウェア　5年

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失にそなえ、不納欠損実績率等により回収不能見込額を計上している。

② 退職給付引当金

③ 賞与引当金

④ 法定福利費引当金

⑤ 修繕引当金

　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、翌事業年度支出見込額を計上している。

⑥ 特別修繕引当金

(4) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

(5) 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

① 資金の範囲

　随時引き出し可能な預金及び定期預金

② 重要な非資金取引の内容

・長期前受金

・受贈による資産の取得

(6) 予定貸借対照表に関する注記

① 減価償却累計額に関する事項

・間接法

② 長期前受金収益化累計額に関する事項

・間接法

(7) 企業債の償還に係る他会計の負担

① 貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は766,131円である。

重要な会計方針に関する注記

　職員の退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全額を負担することと
なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度
の負担に属する額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当事
業年度の費用として処理している。

　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日から当事業年度末まで
の期間に対応する額を計上している。

　職員の法定福利費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
属する額を計上している。


